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は じ め に 
 
 

 
豊島区では、平成 13年度から行政評価を本格的に実施し、行政の説明責任の遂行、
区民の視点に立った成果重視の行政の実現に取り組んでいます。 
実施３年度目となる本年度も、区民サービスを提供している事務事業すべて（７９

０事業）の評価を行いました。 
各事務事業評価は、担当課の職員が素案を作成しておりますが、区民ニーズを意識

した目標値の設定等を通じて、職員の意識改革をも図ろうとするものです。 
 行政評価そのものは、区としての最終的な意思決定を行うものではなく、議会をは

じめ区民の皆様を巻き込んだ議論の素材を提供し、各事業の今後のあり方等を考えて

いただくための手段の一つと位置付けているものです。 
また、行政評価は、その結果を区政に反映してこそ、その目的を達したことになる

ことから、前年度の事務事業評価結果の取り組み状況について、特に集計をしました。

その結果、全体の約５割の事業について、何らかの見直しあるいは見直しに向けての

検討がされていることがわかりました。今後は、評価の結果を的確に予算等に反映さ

せていくことが課題となります。 
 行政評価については、国内はもとより、諸外国においても様々な取り組みがなされ

ておりますが、未だこれという定まったものはありません。このため、本区の行政評

価につきましても、改善すべき点が多々あるものと考えております。 
各評価の内容はもとより、評価の方法や制度の仕組みなどについても、皆様からの

ご意見をいただければと思っております。 
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１ 行政評価制度のねらい 
 行政評価は、「行政の現状を認識し、行政課題を発見するためのツール（道具）」です。 
行政評価の過程で発見された課題を事業の見直しや計画・予算等に反映させていきます。

具体的には、区政における政策立案（Ｐｌａｎ）―事業実施（Ｄｏ）―検証・評価（Ｃｈｅ

ｃｋ）―見直し（Ａｃｔｉｏｎ）＝ＰＤＣＡサイクルの中に位置付けて、評価を行っていき

ます。（下図参照） 
 評価にあたっては、区民生活に与えた成果等を検証・評価することを通じて、区民の視点

に立った行政運営を実現します。また、評価結果を公表することで、区政の透明性を高め、

区民への説明責任を果たします。なお、公表することで、行政内部で効率化のインセンティ

ブ（効率的に仕事を進めようという要因）が働くことも期待できます。 
 
    行政評価とＰＤＣＡサイクル 
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２ 事務事業評価の概要 
１．評価対象事業 
平成 14 年度に実施され、15 年度にも予算化されている７９０事業。 

（内部管理的事務等一部の対象外事業を除き、原則として区民にサービスを提供し

ている予算単位のすべての事業を評価対象としました。なお、評価のしやすさの観

点から、個々の事業の性質・内容等により、評価に適した評価単位に整理・統合し

ました。） 
 

  ２．評価表作成期間 
平成１５年６月１１日～７月１１日 
 
３．評価プロセス 
担当課にて事務事業評価表を作成し評価をしました。その後、政策経営部において

点検をし、必要なものについては担当課とのヒアリングを行い、最終的に評価を確定

しました。 
 

  ４．評価方法 
（１）必要性・達成度・効率性・協働可能性・利便性・優先性の視点に立った 11項目に
ついて、A・B・Ｃの３段階の個別評価を行いました。 

11項目ある個別評価の質問に対して、「Ａ」の答えは事務事業の改善余地のないと判
断される答えを設定してあり、「Ｂ」｢Ｃ｣となるにしたがって、より改善余地が大きい

と判断される答えを設定してあります。 
 事業によっては、質問事項が事業内容にそぐわない場合もあり、このような場合は、

評価表上では、「空欄」または「－」として記載してあります。これらについては、今

回の集計上は除いてあります。 
  

 

2 



 

 
（２）個別評価の結果を踏まえて、中・長期的視点から「今後の事業の方向性」とし

ての総合評価（拡充、改善・効率化、縮小、休廃止、改善余地なしの中から選択）

を行いました。 
○拡      充 「改善余地なし」の内容に該当し、かつ、事業に対する需要が

高まっている場合 

○改善・効率化 区として事業を実施する必要はあるものの、より効率的な事業

とするため、事業内容や実施方法の一部に見直しが必要な場合

○縮      小 事業内容の一部を見直し、廃止をする部分がある場合 

○休  廃  止 ・財政上の理由等により、一時的に事業実施を中止する場合 

・社会経済状況の変化により、区民ニーズが薄れている場合、

または、事業の必要性はあるものの、行政の関与の必要性が

薄れ、民間等において必要なサービスを提供する方が効率

的・効果的にサービス提供が可能な場合 

○改善余地なし 区として事業を実施する必要はあり、かつ、事業内容・実施方

法ともに見直す余地がない場合 

 
 ５．前年度事務事業評価結果の取り組み状況 
 平成 1４年度に事務事業評価の対象となった事業の「改革プラン」に記入された改
善策について、どのように取り組み、改善を行ったかについて記入しました。 
 

６．「改革プラン」の作成 
 総合評価を踏まえて、今後の事業の具体的な改善策である「改革プラン」を作成し

ました。 
 

７．評価結果の活用 
改革プランを中心に、評価結果を事務事業の見直し、予算編成等の判断材料として

活用しました。 
 
  ８．評価結果の公表 
議会、区民に評価表を公表し、行政の説明責任を果たします。個々の評価表は、行政情

報コーナー、中央図書館、豊島区ホームページにおいて閲覧ができます。 
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参 考 
 
行政評価のレベル 
 行政評価には、下図のとおり、政策評価、施策評価、事務事業評価があります。 
 
     行政評価のレベル 
               
              
              政策       政策評価  
         
              施  策          施策評価 
                          
             事務事業            事務事業評価 
 

 

政 策 評 価  包括的な活動単位である政策を対象とした評価 
施 策 評 価  政策体系に基づいてその中核単位となる施策を対象とした評価 
事務事業評価  個々の事務事業を対象とした評価 
 
今年度は、事務事業のレベルで評価を行いました。 
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３．評価結果の集計 
（１）個別評価 
必要性・達成度・効率性・協働可能性・利便性・優先性の視点に立った 11項目について、

A・B・Ｃの３段階の個別評価を行いました。 
 評価結果の割合は、次のとおりです。 
 必要性 
（１）区による実施が国の法令に義務づけられているか 

A　義務あり
（３７．７％）

Ｂ　義務なし
（６２．３％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 （２）現在の区民ニーズを踏まえると、事業の目的が達成される等、役割が薄れていないか 

A　薄れていない
（９４．６％）

Ｂ　少し薄れている

（４．５％）

Ｃ　薄れている

（０．９％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 （３）区が経費を負担すべき事業か（民間等の類似のサービスにまかせられないか） 

A　すべて負担すべ
き　　（７０．１％）

Ｂ　一部負担すべき

（２８．４％）

Ｃ　負担しなくてよい

（１．５％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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達成度 
（４）目標に対する達成状況は順調か 

A　順調である
（７２．９％）

Ｂ　あまり順調でない

（２５．６％）

Ｃ　順調でない

（１．５％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効率性 
（５）類似事業がある場合は、類似事業との統合はできないか 

A　できない
（７９．０％）

Ｂ　検討の余地あり

（１８．６％）

Ｃ　可能である

（２．５％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（６）民間への新たな委託・委託拡大で、一層の効率化が図れないか 

A　できない
（７２．３％）

Ｂ　検討の余地あり

（２５．３％）

Ｃ　可能である

（２．３％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（７）事務事業のなかで、事務改善できる部分はあるか 

A　まったくない
（４３．０％）

Ｂ　少しある

（５３．４％）

Ｃ　かなりある

（３．６％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（８）非常勤職員等の新たな活用・活用拡大はできないか 

A　できない
（５９．９％）

Ｂ　検討の余地あり

（３４．５％）

Ｃ　可能である

（５．６％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

協働可能性 
（９）事業を実施するうえで、地域活動団体、NPO等との協働は可能か 

A　できない
（７２．８％）

Ｂ　検討の余地あり

（２２．４％）

Ｃ　可能である

（４．８％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利便性 
（１０）サービスの提供方法が区民の利便性に配慮したものになっているか 

A　なっている
（７０．５％）

Ｂ　多少なっていない

（２７．５％）

Ｃ　なっていない

（２．０％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

優先性 
（１１）財政状況を考慮し予算の一部を削減した場合、区民生活への影響は大きいか 

A　非常に大きい
（５８．１％）

Ｂ　大きい

（３４．１％）

Ｃ　小さい

（７．８％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（２）総合評価 
  個別の評価をもとに、中・長期的な観点から今後の事業のあり方、方向性についての評価を

行いました。 

 

評価結果 

休廃止
2% 縮小

2%

改善・効率化
43%

改善余地なし
40%

拡充
13%

 

 拡  充 改善・効率化 縮  小 休廃止 改善余地なし 

件 数 １０６ ３４０ １２ １７ ３１５ 

 

  今後の事業の方向性に何らかの変更が必要な事業である「拡充」「改善・効率化」「縮小」「休

廃止」を合わせると６０％となり、「改善余地なし」の事業の割合を大きく上回っています。 

 

４． 事務事業評価結果の活用 

   前年度の事務事業評価結果を踏まえて、事務の効率化、経費節減、サービス向上などの観

点から何らかの事業の見直しを行った（行う予定があるものを含む）、または見直しを検討中

である事業数を集計しました。 

   その結果、全体の４６％の事業で、事業の見直し等の取り組みや検討が行われています。 

 
対象事業数 事業見直しへの取組事業数 

（取組済・予定、検討中） 
取り組み率 

 

７５６ 

 

３４８ 

 

 

４６．０％ 

 

 
 
 
 
 
 
  ※ 今年度の事務事業評価の対象となった７９０事業のうち、今年度新規に評価対象となった３

４事業を除いた７５６事業について集計しました。 
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５． 評価の事例 

事務事業評価表から、各部より１事業、合計１０事業を抜粋し、その概要を記載しました。 

ここでは、それぞれの事業にいくらの費用をかけているか、設定した指標の値がどう変化しているか

がわかります。なお、その事業の代表的な指標及び総事業費についてグラフ化しました。また、今後の

事業の具体的改善策である「改革プラン」を評価表から転記してあります。 

事例（１） 

事務事業名 豊島区ホームページ制作    

所属名 政策経営部  広報課  ホームページ運営担当係長    

事業概要 豊島区ホームページにて、様々な区政情報を提供する。 

指標値・事業コストの推移 

区  分 単位 11 年度 

（実績） 

12 年度  

（実績） 

13 年度  

（実績） 

14 年度 

（実績） 

15 年度 

（計画） 

新規メニュー作

成件数 

件 ２０ ２ ４ ４

定期更新回数 回 ５８ １１７ １５６ １５０

指
標
値 

アクセス件数 件 ７６,６２８ １４０,０００ ４５３,８７２ ４６０,０００

事業費 千円 ４,９５６ ５,８８８ １,３２４ １,３９４

人件費 千円 １３,６１１ １３,７７６ １５,４２９ １７,１９９

事
業
コ
ス 総事業費 千円 １８,５６７ １９,６６４ １６,７５３ １８,５９３

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

12年度 13年度 14年度 15年度

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

総事業費

アクセス件数

ア

ク

セ

ス

件

数

（
件

）

総
事
業
費

（
千
円

）

豊島区ホームページへのアクセス件数と
総事業費の推移

改革プラン 

平成１５年度   コンテンツ作成および修正の各課対応により効率的な情報提供を図る。 

         各課のページ作成を推進する。 

         パブリックコメント制度の導入により、区民参画を推進する。 

         携帯端末の３モード対応の必要性について検討する。 

         中国語版ホームページの作成について検討する。 

平成１６年度以降 コンテンツの充実を推進する。       
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事例（２） 
事務事業名 男女平等推進ｾﾝﾀｰ「エポック１０」男女共同参画啓発事業 
所属名 総務部 男女平等推進センター  企画係 
事業概要 男女共同参画に係る啓発講座の開催・啓発誌の発行・区民企画事業の開

催を行う。 
指標値・事業コストの推移 
区  分 単位 11 年度

（実績）

12 年度

（実績）

13 年度

（実績）

14 年度 

（実績） 

15 年度 

（計画）

啓発講座の開催回数 回 ３２ ３２ ３２ ３２ ３３

啓発誌の発行部数 部 ６,０００ ６,０００ ７,０００ ８,０００ ８,０００

区民企画事業の開催

回数 

回 １ １ ２ １ ３指
標
値 

自主グループ設立件

数 

グル

ープ 

３ ３ ３ ２ ３

事業費 千円 ２,７８８ ２,７１２ ２,７５４ ２,８４８ ２,６９４

人件費 千円 １０,９６２ ７,６５６ ９,４７１ １１,６４６ １４,３１１

総事業費 千円 １３,７５０ １０,３６８ １２,２２５ １４,４９４ １７,００５

事
業
コ
ス
ト 単位当りコスト（啓発
講座の開催一回当たり） 

千円 ４２９．７ ３２４．０ ３８２．０ ４５２．９ ５１５．３

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

総事業費

啓発誌の発行部
数

啓
発
誌
の
発
行
部
数

（
部

）

総
事
業
費

（
千
円

）

啓発誌の発行部数と総事業費の推移

改革プラン 
本事業は、豊島区男女共同参画推進条例と豊島区男女共同参画推進行動に基づき、広く男

女の意識啓発を図ることに留まらず、庁内関係機関と連携して、地域・事業者・学校などに

対しても啓発活動を進めていかなければならない。 
（１）広く区民に対する啓発事業については、男女が参加しやすい講座の企画、区と登録団

体との共催や団体同士の共催事業など充実を図る。（２）庁内関係機関との連携については、

行動計画の進捗状況が平成１５年度の全庁的な調査によって明らかになるので、その調査結

果を踏まえ、平成１６年度から具体的な啓発活動を展開する。 
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事例（３） 
事務事業名 区民集会室管理運営 
所属名 区民部  区民活動推進課 区民施設係 
事業概要 地域活動や文化活動の場として集会室を提供する。 

（区民活動推進課所管分：１３施設） 
指標値・事業コストの推移 
区  分 単位 11 年度 

（実績） 

12 年度  

（実績） 

13 年度  

（実績） 

14 年度 

（実績） 

15 年度 

（計画） 

利用件数 件 １１，８００ ９，７６４ ８，８４７ ９，０２３ ９，１００

利用者数 人 １７１，０４９ １２３，３２５ １１２，７８４ １２１，８８５ １２２，０００

利用率(利用件

数/利用可能件

数) 

％ ４８ ５１ ５０ ４１ ４２指
標
値 

   

事業費 千円 １２８，６９７ １２６，０８８ １１８，３６０ １１３，７８４ １１８，０９９

人件費 千円 ５，０５９ ６，８０６ ８，６１０ １１，６８０ １３，６８４

総事業費 千円 １３３，７５６ １３２，８９４ １２６，９７０ １２５，４６４ １３１，７８３
事
業
コ
ス
ト 

単位当りコス

ト（一件当た

り） 

千円 １１．３ １３．６ １４．４ １３．９ １４．５
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総事業費

利用率

集
会
室
の
利
用
率

（
％

）

総
事
業
費

（
千
円

）

集会室の利用率と総事業費の推移

改革プラン 
１．当課所管の集会室の利用率は、午前 19.8%、午後 45.6％、夜間 59.3%と午前の利用が極

端に少ない。午前の利用アップのため、集会室所管の他の課と、午前の利用制限の拡大を含

め検討する。 

２．平成１４年度所管した集会室の維持管理契約の見直し。 
３．借上げ施設については、賃借料の値下げ交渉を行う。    
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事例（４） 
事務事業名 勤労者健康増進・レクレェーション事業    
所属名 商工担当部 生活産業課 商工係  
事業概要 中小企業に勤める勤労者を対象として、勤労意欲と健康の増進のため、

体育施設の開放及び教室、講座を実施する。 
指標値・事業コストの推移 
区  分 単位 11 年度 

（実績） 

12 年度  

（実績） 

13 年度  

（実績） 

14 年度 

（実績） 

15 年度 

（計画） 

事業回数 回 783 800 799 861 900

事業参加人数 人 8,295 11,620 11,268 12,582 13,000
指
標
値    

事業費 千円 1,650 1,633 1,240 648 685

その他経費 千円 ８,９００ ９,３００ ８,９７４ ４,３６０ ３,２７０

人件費 千円 0 0 0 0 0

総事業費 千円 １０,５５０ １０,９３３ １０,２１４ ５,００８ ３,９５５

事
業
コ
ス
ト 

単位当りコスト

（一回当たり） 

千円 １３．５ １３．７ １２．８ ５．８ ４．４
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事業参加人数

事
業
参
加
人
数

（
人

）

総
事
業
費

（
千
円

）

レクレェーション事業の参加人数
と総事業費の推移

改革プラン 
区民のニーズに合った講座を開設するとともに講座利用を促進し，区民が心身ともに健康な生活

を送れるように支援する。  
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事例（５） 

事務事業名 廃棄物収集作業   

所属名 清掃環境部  豊島清掃事務所  作業係 

事業概要 区民、事業者が、可燃、不燃に分別して排出するごみを集積所から、また一

般家庭が排出する粗大ごみを各家庭から収集し､清掃工場、中間処理施設

まで運搬する。     

指標値・事業コストの推移 

区  分 単位 11 年度 

（実績） 

12 年度  

（実績） 

13 年度  

（実績） 

14 年度 

（実績） 

15 年度 

（計画） 

作業日数  日 363 362 362 362

収集車両台数 台 17,210 17,156 16,936 15,688
指
標
値 

ごみ収集量 トン 89,638 89,393 79,917 79,000

事業費 千円 693,987 689,617 608,442 572,473

人件費 千円 1,190,455 1,192,366 1,101,951 1,034,787

総事業費 千円 1,884,442 1,881,983 1,710,393 1,607,260

事
業
コ
ス
ト 単位当たりコス

ト（一日当たり） 

千円 5,191.3 5,198.8 4,724.8 4,439.9
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ごみ収集量

ご
み
収
集
量

（
ト
ン

）

総
事
業
費

（
千
円

）

ごみ収集量と総事業費の推移

改革プラン 

廃棄物収集作業は、区民のライフラインの重要な部分であり、片時もおろそかにできない。その作

業内容は、大分部が人手によるものであり、多くの予算が投入されている。平成１４年度から実施した

資源回収の区内全域展開に伴い、収集事業の詳細を検討してきたところであり、今後とも、他の自治

体の運営方法も参考にしながら関係機関とも協議し、時間帯収集の実施などにより区民サービスの

向上や、より効率的で区民ニーズに対応した運営を図っていく。    
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事例（６） 

事務事業名 休日診療事業    

所属名 保健福祉部 地域保健課 管理係      

事業概要  区医師会、歯科医師会、薬剤師会へ委託し、内科・小児科・歯科の休日診

療と、内科・小児科の休日準夜・土曜準夜診療を実施する。 

 休日診療所数：内科・小児科・３か所、歯科・１か所   

指標値・事業コストの推移 

区  分 単位 11 年度 

（実績） 

12 年度  

（実績） 

13 年度  

（実績） 

14 年度 

（実績） 

15 年度 

（計画） 

開設延べ日数（休日

数＋土曜日数） 

日 １２４ １２２ １２１ １２０ １２１

診療所数及び調剤

機関数 

所 ５ ５ ７ ７ ７

受診者延べ人数（内

科・小児科・歯科） 

人 ２,９５５ ２,６５２ ４,０９３ ４,７９１ ４,０９３
指
標
値 

１診療日あたりの受

診者数（休日数／受

診者総数） 

人 ２４ ２２ ３４ ４０ ３４

事業費 千円 ８１,１５８ ７７,９６０ ７０,２１０ ６９,３８７ ６８,３０２

人件費 千円 １,６８６ ２,５５２ ２,５８３ ２,６１５ １,７５８

総事業費 千円 ８２,８４４ ８０,５１２ ７２,７９３ ７２,００２ ７０,０６０

事
業
コ
ス
ト 単位当たりコスト

（一日当たり） 

千円 ６６８．１ ６５９．９ ６０１．６ ６００．０ ５７９．０
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受
診
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延
べ
人
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（
人

）

総
事
業
費

（
千
円

）

受診者延べ人数と総事業費の推移

改革プラン 

「いつでも、誰でもが、迅速かつ適切な医療を受けられる」休日の診療ニーズは、小児救急対応や

平日夜間,準夜の時間帯等、今後もさらに増える可能性が高く、初期救急医療体制の整備として拡

充する必要がある。なお、休日調剤薬局について、池袋地区の設置が必要であり、代わりに長崎地

区の２か所体制を見直す方向で関係団体と調整することを検討する。 
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事例（７） 

事務事業名 区立保育所管理運営  

所属名 子ども家庭部 保育園課 管理係      

事業概要 日中保育に欠ける乳幼児を区立保育所で保育する。    

指標値・事業コストの推移 

区  分 単位 11 年度 

（実績） 

12 年度  

（実績） 

13 年度  

（実績） 

14 年度 

（実績） 

15 年度 

（計画） 

年間延べ児童入所

数 

人 

 

３０,７４７ ３０,１７３ ３０,６７９ ３０,３０６ 

 

３０,６００

４月１日付け対入

所希望児童入所率 

％ ９９ ９８ ９８ ９８ ９９
指
標
値 

   

事業費 千円 ９３４,４５８ ９４６,７６０ ８８８,３２２ ８５６,２６８ ９７６,７９７

その他経費 千円 ３,７３２ ３,６９３ ３,７４０ １,０２５ ９３５

人件費 千円 ５,９７３,７１０ ５,７９７,９４２ ５,６２２,４０５ ５,６１８,２４６ ５,６３３,８３０

総事業費 千円 ６,９１１,９００ ６,７４８,３９５ ６,５１４,４６７ ６,４７５,５３９ ６,６１１,５６２

事
業
コ
ス
ト 

単位当たりコス

ト（一人当たり） 

千円 ２２４．８ ２２３．７ ２１２．３ ２１３．７ ２１６．１
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総
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業
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円

）

4月1日付け対入所希望児童入所率と
総事業費の推移

改革プラン 

区立保育所の民営化を一定程度進めることにより運営コストの削減を図りつつ、保育事業予算を

効率的・効果的に配分し、保育サービスの充実を図りたい。 
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事例（８） 

事務事業名 安心住まい提供事業    

所属名 都市整備部 住宅課 住宅相談係  

事業概要 住宅に困窮する高齢者等の相談にもとづき、区内 31 ヶ所(１９８室）の借上民

間賃貸アパートに入居あっせんする。     

指標値・事業コストの推移 

区  分 単位 11 年度 

（実績） 

12 年度  

（実績） 

13 年度  

（実績） 

14 年度 

（実績） 

15 年度 

（計画） 

借上居室数 件 ２０８ ２００ １９８ １９８ １９８

年間利用世帯数

（月単位延数） 

世帯 ２,２６２ ２,３１４ ２,３１９ ２,３４０ ２,３４０

入居率（入居者数

／待機者数） 

％ ２５ ４７ ５７ ３１ ７０
指
標
値 

利用率（入居者数

／借上居室数） 

％ ９１ ９６ ９８ ９８ ９８

事業費 千円 １９９,１７２ ２０９,１７５ ２０４,５１６ １９０,２３２ １８８,６３８

人件費 千円 ８,４３２ １２,７６１ １２,９１５ １３,０７６ ９,６６８

総事業費 千円 ２０７,６０４ ２２１,９３６ ２１７,４３１ ２０３,３０８ １９８,３０６
事
業
コ
ス
ト 

単位当たりコス

ト（居室一件当

たり） 

千円 ９９８．１ １,１０９．７ １,０９８．１ １,０２６．８ １,００１．５
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利用率（入居者数／借上居室数）と
総事業費の推移

改革プラン 

高齢者等住み替え家賃助成事業や高齢者向け優良賃貸住宅との役割分担を改めて明確化する。

その上で入居資格要件を見直すことを検討する。  
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事例（９） 
事務事業名 自転車駐車場管理運営 
所属名 土木部  交通安全課  自転車対策係 
事業概要 自転車等の放置防止対策として自転車駐車場を整備する（現１８施設）。 
指標値・事業コストの推移 
区  分 単位 11 年度 

（実績） 

12 年度  

（実績） 

13 年度  

（実績） 

14 年度 

（実績） 

15 年度 

（計画） 

収容可能台数

（1 日当り） 

台 ５，３８２ ６，２３２ ８，０３８ ８，４９６ ８，５００

利用台数（年間

延べ台数） 

台 ２１６，０９４ ２５９，０９６ ３３２，８２０ ５０４，７０１ ５０５，０００
指
標
値 

   

事業費 千円 ３２８，８６８ ２８９，２７０ ３１７，６２３ ３２８，９４８ ３５５，１６２

人件費 千円 １６，８６４ １７，８６５ ２５，８３０ ２６，５２６ ２６，３６７

総事業費 千円 ３４５，７３２ ３０７，１３５ ３４３，４５３ ３５５，４７４ ３８１，５２９

事
業
コ
ス
ト 単位当りコスト

（年間一台当たり） 

千円 ６４．２ ４９．３ ４２．７ ４１．８ ４４．９
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総
事
業
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自転車駐車場の利用台数（年間延べ台数）と
総事業費の推移

改革プラン 
時間延長については、１４年度中に３自転車駐車場（池袋東、目白東、落合南長崎）で始発から終

電まで対応可能にし、他の３施設において２４時間利用可能にした。今後、様子を見て拡大を検討

する。           
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事例（１０） 
事務事業名 成人の日記念行事事業   
所属名 教育委員会  生涯学習課  管理係      
事業概要 成人の日記念行事を実施し、区内在住の新成人を祝いはげます。 
指標値・事業コストの推移 
区  分 単位 11 年度 

（実績） 

12 年度  

（実績） 

13 年度  

（実績） 

14 年度 

（実績） 

15 年度 

（計画） 

参加者数 人 １,３４３ １,１７９ １,０５８ １,０５７ １,２０１

参加率 ％ ４１ ３８ ３４ ３４ ３８
指
標
値    

事業費 千円 ３,９８４ １,８１７ １,７６９ １,７７５ １,８１０

人件費 千円 １,６８６ １,７０１ １,７２２ １,７３４ １,７５８

総事業費 千円 ５,６７０ ３,５１８ ３,４９１ ３,５１８ ３,５６８

事
業
コ
ス
ト 

単位当りコス

ト（一人当た

り） 

千円 ４．２ ３．０ ３．３ ３．３ ３．０
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「成人の日記念行事」への参加率と
総事業費の推移

改革プラン 
年々減少傾向にあった参加率は、昨年度僅かながら増加し、それまでの傾向に歯止めをかけるこ

とができた。しかし、２３区の状況を比較すると最低で、相変わらず課題は多い。式典内容の見直しも

視野に入れなければならないが、一方で「音楽成人式」の評価は高く、新成人を祝うものとしてはか

なり質の高いものとなっている。式典本体の見直しよりも他の部分で工夫をし、新成人にとって魅力

ある成人式にするために運営委員会等で検討していく必要がある。 
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 ６． 今後の取り組み 

 
 行政評価の手法については、現在確立された手法はありません。先行導入している自治体に

おいても、試行錯誤を繰り返しながら評価を行い、毎年改善することで評価のレベルを高めて

いる状況です。 
豊島区では、平成１３年度より行政評価（事務事業評価）を本格導入しましたが、評価の解

釈のばらつきや、指標が適切かどうか、さらに、評価結果を的確に予算等に反映させるための

手段の構築等、まだまだ改善すべき点は多々あります。今後も、区民の皆様からのご意見も取

り入れながら、さらに評価のレベルを向上させ、成果重視の行政を推進してまいります。 
  

 
 
◎事務事業評価表の閲覧について 
個々の事務事業評価表については、下記の場所で閲覧できます。 
 

行政情報コーナー 

中央図書館 

豊島区ホームページ 

 
評価表をご覧になり、ご意見等ありましたら、下記まで連絡をお願いします。 
 
○個々の事業内容の詳細に関する問い合わせ 
⇒ 各事業の担当課まで 

 
○評価制度全般に関する問い合わせ・ご意見等 
  ⇒ 政策経営部 行政管理課 行政管理担当係まで 
 
        ＴＥＬ． ０３－３９８１－１１１１   （内）２１５５   
             または、０３－３９８１－４９７０（直通） 


